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１スザバットの社内弁護士論の内容
前章で論じた如く，社内弁護士（housecounsel， corporatelawyer，ｃｏｒ－
9６
porateattorney）を擁するいわゆる完全なる会社法規部（legaldepart‐
ment,1awdepartment,generalcounsel）を有する企業においても社外弁護
士（outsidecounsel）を利用している企業が多い。蓋し，理論的に見れば会
社法規部が充実すれば社外弁護士の利用は不用となる。完全なる会社法規部
の社内弁護士による法律処理に，さらに社外弁護士によるダブル・チェック
は，企業にとって二重のコストとなるからかえって不経済とも言える。しか
（１）
し，現実にIま，会社法規部を充実させると共に，他面，社外弁護士は積極的
に利用されている。社内弁護士の不利性（disadvantage）や社内弁護士と社
（２）
ﾀﾄ弁護士との相互協力体制などその必要性があるからである。
本章では，Ｊ、Ｍ・スザパット氏とＤ・ガアセン氏が共同で1972年にアメ
リカにおける最も有力な全国的な法曹団体であるアメリカ法曹協会(Ameri‐
canBarAssociation）の雑誌「T"ｃＢ"ｓｉ"cssLazuy”」の第二八巻第一号
(Novemberl972）に発表された論文「１，Ｍルヅｓｏ"/ｓｊ`ねＣＯ""SCJ」（以下「ス
ザバットの社内弁護士論」と略称する）を中心に社内弁護士対社外弁護士につい
（３）
ての問題点を明確Ｉこして，結論をあげてひとまず本稿「社内弁護士」論を閉
（４）
Ｕたし､。
スザバットの社内弁護士論の目的は，その論文執筆時点の1970年代より過
去20年間，すなわち1950年代より1970年代にわたり急増しているアメリカ企
業における会社法規部の社内弁護士が職業的にも認知され，有益なしのに成
熟してきたことの意義を重視し，会社法規部の役割を，会社内部からまた外
部の世界一特に外部の弁護士（主として社外弁護士）に関連して説いたもの
（５）
である。
同論文の内容は，社内弁護士と社外弁護士の関係を論じたものとしては，
アメリカにおける典型的な論文の一つといえる。第一に，社内弁護士の会社
内部における立場と役割，第二に，社内弁護士の外的役割，第三に，法律の
様々な領域における社外弁護士と社内弁護士の役割，第四に，社内弁護士と
社外弁護士の役割と姿勢の相違，第五に，会社の方針の設定または指導の際
の社内弁護士の役割，第六に，一般大衆に対する社内弁護士と社外弁護士の
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責任等についてその問題点をあげてその結論を次のように導いていることに
注目したい。
すなわち，スザバヅトの社内弁護士の結論としては，会社法規部が成長し，
成熟するにつれて社外弁護士との関係で次のような傾向が起りつつあるとい
(6)
う。
第一に，社内弁護士が自己の専門知識を利用しうるので，社外弁護士は前
以上に実際に一層効果的な役割を果たしている。
第二に，社内弁護士と社外弁護士を組糸合わせることによって，企業の法
的保護と指導を得るのに最善の状態にあることができる。
第三に，会社の内部と社外弁護士の関係の良き調和があるならば，企業そ
のもの自体の利益をこうむる，と。
２スザパットの社内弁護士論の問題点
（１）社内弁護士の役割企業における社内弁護士の役割は，内部的役割と
外部的役割とに分けてその問題点を分析する必要がある。すなわち，前者に
おいてはその問題点として，大企業の大部分にふられるように法規部のスタ
ッフの上に法規部長（chieflegalaffair，generalcounsel）を有し，社長
(president）や会長（chairmanoftheboard）の直轄下におかれており，
法規部長は取締役会（boardofdirectors）の構成メンバーである場合が多
く，総務部長，秘書役（corporatesecretary）を兼ねている場合が多い点で
ある。
シカゴ大学のルウェリン（KNL1emellyn)元教授が述べているような純法
律家を人的構成要素とする“法律家は経営を計画し組織するもの”であると
いう会社法規部の本来的な基本的理念にもとづき，法律的側面から，企業経
営に参画するサービス部署としてのいわゆるゼネラル・スタッフ型（form
generalstaff）である。
行政指導等による政府規制の強化により会社のとるほとんどすぺての行為
は，“法による規制”を受けている今日，会社法規部の社内弁護士の潜在的
９８
行動範囲Iま無限に近いといえる。それゆえに，いわば‘`会社が刑務所へ行か
ぬために，，社内弁護士はゼネラル・スタッフとして会社のトップマネジメン
トに対する顧問としての役割を果たしているのである。蓋し，会社法規部が，
（７）
法律専門の補助またIまサービス部署としての性格上当然のことである。
後者においての問題点は，法規部長は会社の総務部長（秘書役）であるば
かりでなく株主や資本市場を含む種々の関連ある機能に対して責任を持つほ
か政府機関や国や州の機関を扱うという外部的役割を持っている｡そして,会
社法規部の部長としての外的役割は広範囲にわたっている。スザパヅトの社
内弁護士論によると①特に生産部門の環境保全（environmentalprotection）
の問題，②賃金・商品価格や地代の安定や指導原理の問題，③少数民族や女
性などに対する差別を扱う立法や法規などの問題について社内弁護士の外的
役割が増大しているという。
以上のような会社内部における社内弁護士の内部的および外部的役割との
関係で社外弁護士との関係が問題となる。理論的には，社内の法規部門の存
在は，社外弁護士の利用を不用とするであろうし，それゆえに，社外弁護士
（８）
と社内弁護士の機能の間に根深い潜在的な衝突力:あるからである。
社内弁護士によって率いられている法規部の大きさをどう決定するかと同
様に社外弁護士を雇用することは，製品を生産したり購入することとは異質
である。社外弁護士の利用は社内弁護士の重要な役割を残すことになる。第
一に，会社に影響を与えるあらゆる主要な法律分野での社内弁護士を雇用す
ることができないこと。第二に，社内弁護士は，ますます，より効率的に社
外弁護士を利用していること。先にあげたスザパットの社内弁護士論の結論
にあるように，会社における社外弁護士の役割は，法規部門が存在しなかっ
た時代よりもはるかに効率的である。
同論文によるとただ，①多くの経営者は社外弁護士の行動の法的意味あい
を知らないかもしれない。②仮に知っていても社外弁護士に依頼することに
気が進まないかもしれない。③さらに社外弁護士に相談することは金銭的の
糸ならず，時間的ロスのあることを意味するかもしれない。④その上，否定
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的な勧告という結果になるかも知れない。⑤仮に，社外弁護士を利用すると
しても，彼の参加範囲というものは，かなり限定されたものになるであろう
（９）
などと説いている。このような経営者の社外弁護士に対する認識力:社内弁護
士と社外弁護士の機能における根深い潜在的衝突を来たしている所以である
といえよう。
このような社外弁護士の利用に対する消極論に対し，レオン．Ｅ・ヒック
マン（LeonE､Hickman）はその論文「I〃ﾉｂｉｓα〃/c化ｏ〃ＣｏｒＰＭｚＺｃ山gαノ
Depαγ/腕c"/ｓルひｉｓﾉﾉe`」の中で，会社機構の中で働いている社外弁護士につ
⑩
いて次のように述べている。「社外弁護士lま社内弁護士の恩恵がなかったな
らば，社内の社員の－人に逆に影響を及ぼす何かが発見されなかったならば，
誰の保護も尽きてしまうという困難に常に直面した。社外弁護士が，会社機
構の中で自由に活動ことができないのは，あたかも人間の体の中で，まった
く異質の物質が受け入れられないのと同様である」と。
しかし，結果的には，社内弁護士を人的構成要素とする完全なる会社法規
部の出現と拡張のために，会社は，社外弁護士の利用を消極的に活用するど
ころか，社外弁護士を積極的により効率的に利用していく結果となったの承
たらず，社外弁護士によって行われる法律上のサービスがより増加している
のである。
（２）社内弁護士と社外弁護士の相互協力関係
いわゆるピンチヒッタ論で社内弁護士を雇用している企業では社外弁護士
の利用を否定するであろう。しかし，以上あげてきたスザパットの社内弁護
士論で述べているような背景においては，社内弁護士を雇用している企業に
おいて，社外弁護士は不用である。という考えは否定されるであろう。むし
ろ，社内弁護士と社外弁護士を組合せていくという両者は互いに補ないか
０，
つ強め合うとし、う相互協力関係が一般的な方式となってくるのである。
スザパットの社内弁護士論においては，この両者の相互協力関係をより詳
しく理解するためには，様々な法律分野におけるその活動を再検討すること
の必要性を説いている。同論文があげている様々な法律分野について若干の
１００
⑫
問題点に考察をｶﾛえたい。
たとえば「税務事務」については，社内の会計部署（accountingdepart‐
ment）と社外の取締役会により選任され，その支配のもとに内部監査にあた
る外部の会計監査役〔会計監査官(outsideauditors)〕との間に，社内弁護士
と社外弁護士との関係と似た関係が承られる。ただ，外部の会計監査役は社
外弁護士よりより独立的であり，客観的な立場にあるという。大企業では会
計部署の中に税部門（taxdepartment）を有し，税法の専門家を雇用してい
るが，通常，社内弁護士は税に関する一般的な助言を与える役割を果たし，
税法の解釈や税務訴訟などの難解な領域は，会計事務所(accountingfirms）
などの外部の税専門家の活動範囲であるという。
「契約」については，その多くは日常の売買に関するものであるが，これら
のものは社内弁護士によって用意され，社外弁護士によって検討される形式
をとっている。社内弁護士は，社外弁護士よりも社内事Ｉ情に精通し，事実の
認識（knowledgeoffacts）ができる有利な立場にあるので，日常的ではな
いが契約が交渉ざれ締結される場合，早い段階から参加し，議論を立案する
ことが望まれ，難解な疑問が生じた場合，社外弁護士に相談する。社外弁護
士からは付加的でまた，異なった考えの利点が得られるからである，とい
う。
「訴訟」については，一般に専門的能力を必要とし，特殊化でないにしろ，
外部の弁護士によって管理されるべきである，と説く。社内弁護士は，会社
の中で事実を集め，評価するというより有利な立場にある。「会社・経営者
の責任｣については，消費者主義(consumerism)や環境保全(environmental
protection）の責任や会社責任一般の増大につれて法人やその経営者の責任
あるいは，企業に対する苦情，訴訟が多くなっている。経営者側の潜在的訴
訟責任に関する認識が増大しつつあり，このような摘発内容の定期的検討は
強く望まれている。社内弁護士は事実の糸を分析し，経営者の責任は他の会
社の業務を検討することから得られた知識をもっている社外弁護士によって
行われるべきである，という。
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（３）社内弁護士と社外弁護士の役割・態度と責任の差異
スザパットの社内弁護士論によると会社法規部の役割を評価するにあたり，
最も興味ある点は，社内弁護士と社外弁護士との役割と態度の差異であると
いう。両者の第一の根本的な相違点は，本来，弁護士は予防的な法律事務に
携わることを理想とすべきである，という前提に立つならば"顧客は一人，，と
いう社内弁護士と異なり社外弁護士はことの本質上，この理想を実現するこ
とは非常に困難なことである。これに反して“お抱え弁護士'，（keptlawyer）
である社内弁護士が予防的な法律事務に携わることは，非常に可能性が高い
し，容易である。社内弁護士は，経営者にとっては“彼の同僚'’であり，社
内弁護士が有能であれば，自社の業務や経営計画を理解するし，将来起こり
うる法律問題を容易に予見することが可能である。
しかし，このような両者の相違点は両者の態度によって補うことができる。
すなわち，社外弁護士は社内弁護士と緊密な関係を有し，社内弁護士は社外
弁護士に情報を流し，社外弁護士と将来起きることが予想されている問題に
ついて相談することにより解決しうることであると。このことが社外弁護士
を一層効果的に利用する方法でもある。
第二の根本的な相違点は，進んで危険を犯すかどうかという点にあるとい
う。会社の－人として，“失ってもかまわない弁護依頼人がたった一人，，と
いう社内弁護士は，会社の利潤追求のために行動志向型にかりやすい。社内
弁護士は自社の利潤性と利害関係を有しているからである。これに反して，
社外弁護士は弁護依頼人からの利潤には社内弁護士ほど頼っていないし，弁
護依頼人に高額な損失を負わせることに対する責任をとることを恐れて消極
志向型にならされている。しかし，このような両者の相違点は，社内弁護士
と社外弁護士が「共同して事に当る」式の態度と技術面における'慎重さとが
完全にもたらされるのである，という。
次に，会社の経営方針の策定または指導の際の社内弁護士の役割の重要性
である。すなわち，企業をめぐる経済的環境の変化に伴う外圧が増大してい
⑬
る。このような会社経営者lこ対する株主，大衆（消費者）からの挑戦Iこ対し
1０２
て社内弁護士は会社経営者に対する助言者として重要な役割を担っている。
最後に一般大衆に対する社内弁護士と社外弁護士の責任の相違点である。
社内弁護士にとって一般大衆の第三者に対する“公的責任(publicresponsi‐
bility）は，独立した監査役のそれと同列だとするならば，社内弁護士より
も独立した社外弁護士がこうむりやすい，と言える。しかし，公的責任が公
共の利益(publicgood）に会社が携わるぺぎ責任という見地からすれば，社
内弁護士の方が責任をこうむり易いが，現実に存在している外部に対する責
任の重荷は，社内弁護士と社外弁護士双方にほぼ均等にかかっていると説い
⑭
てし、る。
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⑪拙稿「会社の法律上のサービス」５６頁．
⑫詳しくは拙稿「社内弁護士対社外弁護士」比較法制研究第４号131頁～134頁
（1980年)．
⑬外圧とは企業に対して①公共の利益に携われること．②現代の社会的かつ社会
生態学的諸問題に対応することに協力すること．③消費者の様々な要求に携わる
こと．④一般大衆の代表者に会社の業務の運営に関する発言権を与え，彼らを取
締役会へ参画させるところまで実行すること（Szabed,ｏｐｃｉｔ.,pp247-248)．
⑭Szabedopcit.,ｐ､249.
Ⅷ結論
本稿は，会社法規部の概念に対する私の試論を明確にし，アメリカおよび
わが国における企業の法規部署強化志向の中で形成されてきた会社法規部の
誕生およびその背景をいわゆる経営法学の理念との関連において説きあかせ
て社内弁護士の社内における地位，有利性と不利性，使命ならびに社外弁護
士との関係上の若干の問題点を指摘してきた。
本論文を通じて解明した会社法規部および社内弁護士の有効性は，社外弁
護士よりも本質的に会社に利点を提供している点である。その有効性は多面
的である。
第一に，企業内におけるあらゆる法律事務が正確に処理できる，という効
用がある。これは社内弁護士を人的構成要素とする会社法規部の基本的な効
用といえる。社内弁護士は，社外弁護士と異なり“自分の依頼者は一人，，と
いう立場にあり，社内の実情や組織などの事実を正確に認識しているがゆえ
んである。それゆえに企業内における法律事務の処理については企業の実態
に密着して処理することが可能となる。この基本的な効用より次の派生的な
効用が期待できる。
すなわち，第二に，予防法学の実践である。いわゆる’完全なる会社法規
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部がその機能を充分に活用することにより，企業経営の意思決定から発生が
予見される法的危険を予防法学的に阻止することができる。社内弁護士は，
会社の事情に精通し，経営者の政策決定等の意思決定に相当な緊密さを確立
しているがゆえに，これが可能となるのである。かくして“予防法学として
の経営法学，，の理念は完全なる会社法規部によっての承実践化されるのであ
る。
第三に，企業コストの経済`性である。政府規制の強化，権利意識の高揚化
による訴訟の多発，悪化インフレによる弁護士費用の高額化など企業をめぐ
る環境の変化に伴い，コスト増になっている。これに対処し，法規部を充実
化し社内弁護士の質的向上を計ることにより社外弁護士の費用を削減するこ
とが可能となる。会社法規部・社内弁護士の経済的効用が期待できる。
第四に，企業経営に協調させることができる。シカゴ大学のルウェリン元
教授が法律家の仕事は「本質的には経営を企画し組織すること」であると述
べているように，社内弁護士である法規部員を取締役会や経営委員会その他
各種の企業内の会議に出席させることによって，その専門能力を発揮ざせ企
業経営に協調させることができる。
第五に，経営者に法的助言ができる。いかに優れた経営能力を有する経営
者といえども，すべてを誤りなく処理できる能力には限界がある。ここに，
企業経営の意思決定における法的危険が潜在する。法的危険を回避するため
には，企業の内外をめぐる情報を客観的に分析しなければならない。この法
的分析と法的評価を加え，または法的解決案としての情報を法的助言という
形式で経営者に提供しず経営者のあらゆる意思決定から“経営における主観
主義，，を排除するという効用が完全なる会社法規部に存在する。
ところで，以上にあげてきた会社法規部・社内弁護士の有効性は，社外弁
護士を利用（導入）することによってさらに発揮できるのである。すなわち，
社内弁護士のほかに，さらに社外弁護士を利用することの意義は，小型法規
部であるがゆえに，あらゆる専門分野についての専門の弁護士を擁しえない
企業の単なるピンチヒッター論では説明できない。
社内弁護士(Ⅲ）（大矢息生）１０５
企業が社内弁護士のほかに社外弁護士を積極的に利用することの必要性は，
社内弁護士と社外弁護士とが両者の特性を活かし，双方が相互協力体制化を
強化することによって社内弁護士の不利性をカバーする。それにより，企業
経営者の経営における主観主義の排除がさらに完壁化されるのである。
